
年金と保険



日本には、以下のとおり年金や保険と呼ばれる制度が数多く存在しております。

終活を考える上で、これらの制度を理解しておくことも大事です。

①健康保険

→健康保険・共済保険・国民健康保険・船員保険・退職者医療保険・後期高齢者医療保険

②介護保険

→６５歳以上の方（第1号被保険者）

４０歳から６４歳までの保険加入者（第２号被保険者）

③年金保険

→老齢年金・遺族年金・障害年金

④医療保険

→先進医療特約に加入した契約が増加しています。

⑤生命保険

→相続税の非課税枠があります。

年金 ・ 保険



介護保険
40歳以上の人は、介護保険の被保険者となります。

①65歳以上の人（第１号被保険者）

②40～64歳までの医療保険に加入している人（第２号被保険者）

介護保険のサービスを利用できる人は次のとおりです。

◼＜65歳以上の人＞（第１号被保険者）

寝たきりや認知症などにより、介護を必要とする状態（要介護状態）になったり、家事や身じたく等、日常生
活に支援が必要な状態（要支援状態）になった場合。

◼＜40歳～64歳までの人＞（第２号被保険者）

初老期の認知症、脳血管疾患など老化が原因とされる病気（※特定疾病）により、要介護状態や要支援
状態になった場合。

（※特定疾病）
①がん末期 ②関節リウマチ ③筋萎縮性側索硬化症 ④後縦靱帯骨化症 ⑤骨折を伴う骨粗鬆症
⑥初老期における認知症 ⑦パーキンソン病関連疾患 ⑧脊髄小脳変性症 ⑨脊柱管狭窄症 ⑩早老症
⑪多系統萎縮症 ⑫糖尿病性神経障害・糖尿病性腎症及び糖尿病性網膜症 ⑬脳血管疾患 ⑭閉塞性
動脈硬化症 ⑮慢性閉塞性肺疾患 ⑯両側の膝関節または股関節に著しい変形を伴う変形性関節症



介護保険申請手順

介護が必要になったとき、本人または家族などが市区町村の窓口又は地域包括支援センターに申請する。

①要介護認定・要支援認定の申請

②認定調査 ②主治医の意見書

・市区町村の職員などが自宅などを訪問し、心身の
状況などについて、本人や家族から聞き取り調査を
行う。

・市区町村より、本人の主治医に心身の状況につい
て意見書の作成を依頼する。
・主治医がいない場合は、市区町村が指定した
医師の判断を受ける。

③審査・判定

・コンピュータに認定調査の結果と主治医の意見書が入力され、一次判定がされる。
・一次判定の結果と認定調査における特記事項・主治医の意見書をもとに市区町村が任命した「介護認定
審査会」で審査し、介護の必要性を総合的に判断され、要介護状態区分が判定される。

④認定・通知

介護認定審査会の判定に基づき「要支援１・２」「要介護１～５」の認定、または「非該当」の決定が行われる。



国民年金・厚生年金
日本に住む２０歳以上６０歳未満のすべての人は公的年金に加入します。日本の公的年金制度は２階建
となっており、土台となる１階部分にはすべての人が加入する国民年金（基礎年金）、その上乗せの２階
部分に会社員や公務員が加入する厚生年金があります。

■国民年金の被保険者は職業により、下記３種類に分けられます。

①自営業、学生、無職の人→第１号被保険者

②会社員、公務員→第２号被保険者

③第２号被保険者に扶養される配偶者（年収１３０万円未満）→第３号被保険者

■保険料の納付額

①第１号被保険者→毎月定額の国民年金保険料を支払う。

②第２号被保険者→給与・賞与に応じた厚生年金保険料を勤め先と折半で支払う（給与天引き）。

③第３号被保険者→保険料を納める必要はない。

■受け取れる年金の種類

老齢年金 障害年金 遺族年金

国民年金からの給付 老齢基礎年金 障害基礎年金 遺族基礎年金、寡婦年金、死亡一時金

厚生年金からの給付 老齢厚生年金 障害厚生年金 遺族厚生年金



国民年金や厚生年金は１０年以上保険料を納付すると、６５歳から「老齢基礎年金」を受け取れるようになり
ます。

年金額は保険料を納付した月数によって決まり、４０年間（４８０月）保険料を全期間納めた人は満額で７８１，
７００円（２０２０年度額）の老齢基礎年金を受け取れます。納付期間が短ければそれよりも定額となります。

老齢基礎年金

２５年 ◎支給あり

×支給なし

１０年 ◎支給あり

以前は、

２５年以上
の納付期間
が必要

平成２９年８月１日以降
は１０年以上の納付期
間があれば受給ができ
るように

１０年

２５年 ◎支給あり



【年金の繰上げ】

年金を本来受給できる年齢から前倒しでもらうことを繰上げといいます。６０歳以上であれば繰上げて受給
することができます。ただし、繰上げた場合は、年金が一定率減額されます。

■繰上げの注意点

・繰上げを請求すると取り消しができないため、生涯減額された年金を受け取ることになります。

・寡婦年金や障害基礎年金を受け取ることができなくなる。

などのデメリットがあるため、慎重な判断が必要となります。

老齢年金の繰上げ・繰下げ

２０２２年４月以降
は７５歳まで繰下
げることが可能に
（予定）

６６歳～７０歳

【年金の繰下げ】

年金を６６歳以降にもらうことを繰下げといいます。現在は７０歳まで繰下げることができます。受給が遅くな
ればなるほど、増額した年金を受け取ることができます。

６６歳～７５歳まで

【年金の繰下げ年齢が拡大されます】



国民年金から支給される老齢基礎年金だけで老後を暮らすのは難しいため、年金額を増やすための方法
を検討する必要があります。

老後の資金づくり

【年金額を増やす方法】

方法 概要

付加年金の制度を
利用する

・付加年金を利用できるのは、自営業者などの国民年金の第１号被保険者のみ

・国民年金保険料に毎月４００円の付加保険料をプラスして支払うと１ヶ月につき２００円の
付加年金を受け取れる。
・国民年金基金と併用できない。

国民年金基金に加入
する

・自営業者などの国民年金の第１号被保険者を対象とし、老齢基礎年金に上乗せした年
金を受け取るための公的な制度。
・掛金の額は、選択した給付の型、加入口数、加入時の年齢、性別によって決まる。

・掛金は全額社会保険料控除の対象となり、受け取る年金額は公的年金等控除の対象と
なり税制面での優遇がある。

iDeCo（イデコ・個人型
確定拠出年金）

・詳細は次ページで説明。

国民年金の任意加入
制度を利用する

・国民年金保険料の納付は原則６０歳までだが、４０年の納付期間がなく年金額の増額を
希望する人や、老齢基礎年金の受給資格を満たしていない人は、６０歳以降でも国民年金
に任意加入することができる。



iDeCo（個人型確定拠出年金）は、運用結果によって将来の受給額が変わる私的年金のことを言います。

２０歳以上６０歳未満のすべての人が加入できます。

■メリット

・積み立てた掛金は全額、課税所得から控除されるので、所得税や住民税の負担が軽くなります。

・運用益が非課税のため、効率よく資産を増やすことができます。

・６０歳まで引き出せないから確実に資金を貯めることができます。

■デメリット

・運用状況によって、資産が増減しますので、損をしてしまう可能性があります。

・口座管理料などの費用がかかります。

・６０歳を迎えるまで資産を引き出すことができません。

iDeCo（個人型確定拠出年金）

■iDeCoの今後の制度の予定

【２０２２年５月以降】

６０歳以降も会社員・公務員として働くなら、６５歳まで積み立て可能になります。

【２０２２年１０月以降】

企業型確定拠出年金とiDeCoが併用できるようになります。



遺族基礎年金
【受給要件】

・国民年金に加入していた人が死亡した時に残された「子」または「子のある配偶者」が受給できます。

【死亡した人の要件】

・死亡時に国民年金に加入中だった場合や２５年以上年金制度に加入していた場合等

・死亡した人が国民年金に加入中だった場合はそれまでの保険料を２/３以上納付していることが必要。

（２０２６年３月末までの特例として、死亡日の前々月からさかのぼった直近１年間に未納がないこと）

【受け取れる人の要件】

・死亡の当時死亡した人に生計を維持されており、年収８５０万円未満の人。

・子のいない配偶者は受け取ることができず、受け取れる期間は子が１８歳になって最初の３月３１日まで。

（ただし、障害年金１、２級の子は２０歳になるまで受け取れます）

※国民年金に加入している人が死亡した場合、国民年金独自の給付として下記のものがあります。

「寡婦年金」→国民年金第１号被保険者としての納付が１０年以上あり、継続して１０年間婚姻期間がある

夫が老齢基礎年金をもらわずに死亡した場合、妻が６０歳から６５歳になるまで受給できます。

「死亡一時金」→国民年金第１号被保険者として３６ヶ月以上加入していた①配偶者②子③父母④孫⑤祖

父母⑥兄弟姉妹の順で優先順位の高い人が受け取ることができます。



遺族厚生年金
【受給要件】

・厚生年金に加入していた人や老齢厚生年金を受け取っている人が死亡した時の残された遺族。

【死亡した人の要件】（以下のいずれかに該当していることが必要）

①死亡時に厚生年金に加入中であること。

②厚生年金加入中の傷病が原因で５年以内に死亡した場合。

③障害厚生年金の１級または２級を受給していた。

④老齢厚生年金を受け取ることができる、または受給資格期間を満たしている。

上記①②に該当していた場合は、遺族基礎年金と同様に一定以上保険料の納付期間が必要。

寡婦年金 死亡一時金

年金額

夫が受け取ることができた
老齢基礎年金の３／４の額

死亡した人の国民年金保険料の
支払いにより、
１２０，０００円～３２０，０００円

支払われる期間 妻が６０歳から６５歳になるまでの間 一時金



※子がいる場合は遺族基礎年金も受給できます。

死亡した人に、１８歳になって最初の３月３１日までの子または１、２級の障害のある２０歳までの子がいる
場合は、遺族厚生年金と併せて遺族基礎年金も受給することができます。

※子がいない妻には中高齢寡婦加算が支給されます。

厚生年金に２０年以上加入した夫が死亡し、遺族厚生年金を受給できる妻が、下記いずれかに該当する
場合には、遺族厚生年金とあわせて「中高齢寡婦加算」が支給されます。

①夫の死亡時に４０歳から６５歳未満で、子がおらず遺族基礎年金を受け取ることができない。

②遺族基礎年金と遺族厚生年金を受給していたが、子が１８歳の年度末（障害の子の場合２０歳）になった
ため、遺族基礎年金を受け取れなくなった場合。

→「中高齢寡婦加算」の金額は586,300円（2020年度額）で妻が６５歳になるまでもらうことができます。

【受け取れる人の要件】

・受け取れる遺族は、死亡した人に生計を維持されていた年収８５０万円未満の①配偶者と子、②父母、③
孫、④祖父母の順で優先順位の高い人が受け取れます。

・妻だけは何歳でも受給することができるが、夫、父母、祖父母は５５歳以上でなければ受給する権利が発
生せず、また受給ができるのは６０歳からとなります。

・子、孫は、１８歳になって最初の３月３１日までですが、１、２級の障害のある子、孫は２０歳になるまで受給
可能。



障害年金
病気やケガなどで障害を負った場合、公的年金から生活の保障として「障害年金」が支給されます。

【種類】

「障害基礎年金」と「障害厚生年金」があり、初診日に国民年金に加入中であれば「障害基礎年金」、厚生年
金に加入中であれば「障害厚生年金」が支給されます。また、厚生年金に加入している人は、１級または２
級の障害等級に該当すれば、「障害基礎年金」と「障害厚生年金」があわせて受け取れます。

【受給要件】下記の要件を満たすことが必要となります。

①初めて医師等の診療を受けた日（初診日）に公的年金に加入していること。

②初診日の前日時点で、初診日の前々月までの年金加入期間の３分の２以上の保険料を納付（免除でも
よい）していること。（初診日が２０２６年３月までの特例として直前１年間に未納期間がないこと）

③障害の程度が「障害認定日」（初診日から１年６ヶ月を経過した日、またはその日以内に症状が固定した
日）または、それ以後６５歳になるまでに「障害等級」に該当すること。

初診日に
国民年金に加入

初診日に
厚生年金に加入

障害厚生
年金１級

障害基礎
年金１級

障害基礎
年金１級

障害厚生
年金２級

障害厚生
年金３級

障害手当金

重い 障害の程度 軽い



給付金 ・ 保険金

民間保険の種類

給付金 ・ 保険金

定期保険（決まった期間の保障を得たい場合）

終身保険（一生涯の保障を得たい場合）

定額保険（掛け金は一緒で保障が減っていく）

給付金 ・ 保険金

６０歳を過ぎて
終身タイプに
変える方が多い

公的な医療保険では、保障しきれない費用を保障する目的で加入するのがいわゆる民間の医療保険と
なります。 民間の医療保険は、原則として病気やケガで「入院した場合の費用」を保障するものですが、
最近では、手術を受けたり、通院した時にも給付金が受取れる医療保険があります。
また、死亡保障を主な目的とした定期保険や終身保険、老後資金の準備など貯蓄を主な目的とした養老
保険や個人年金保険等があります。



生命保険
生命保険には３つの基本型があります。

①定期保険

いわゆる「掛け捨て型」と呼ばれるもの。保障の期間があらかじめ決まっていて、期間中に解約してもお
金が戻らないことが多いです。保険料が割安なのが特徴です。

②養老保険

定期保険と同様に、保障の期間が決まっていますが、期間満了時に満期金を受け取ることができます。
貯蓄性が高い分、保険料も高くなります。

③終身保険

満期がなく、保障が一生続きます。途中で解約した場合には、契約に応じて解約返戻金も支払われます。
何歳になっても、死亡時に保険金が支払われますが、その分保険料も高く設定されています。

【死亡保険金にかかる税金】※所得税の課税対象となるときは、住民税の課税対象になります。

契約形態 契約者 被保険者
死亡保険金
受取人

税金の種類

契約者と被保険者が同一人の場合 A （例）夫 A （例）夫 B （例）妻 相続税

契約者と受取人が同一人の場合 A （例）夫 B （例）妻 A （例）夫 所得税

契約者、被保険者、受取人がそれぞれ異
なる場合

A （例）夫
B （例）妻

C （例）子 贈与税


